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引用資料等 

・ 「公営住宅等整備基準について（技術的助言）」平成 24 年１月 17 日 国住備第 196 号（令和４年４

月１日 国住備第 511 号改正） 

・ 「木造建築物における省エネ化等による建築物の重量化に対応するための必要な壁量等の基準（案）の

概要」令和５年 12 月 11 日 国土交通省住宅局参事官（建築企画担当付） 

・ 「新しい壁量等の基準（案）に対応した設計支援ツール（案）」（公財）日本住宅・木材技術センター 

・ 「建築物のエネルギー消費性能に関し販売事業者等が表示すべき事項及び表示の方法その他の建築物の

エネルギー消費性能の表示に際して販売事業者等が順守すべき事項」令和５年９月 25 日 国土交通省告

示第 970 号 

・ 「建築物省エネ法に基づく建築物の販売・賃貸時の省エネ性能表示制度ガイドライン」令和５年９月

25 日 国土交通省住宅局 

・ 「住宅省エネルギー  技術講習テキスト 基準・評価方法編」2021 年３月 一般社団法人 木を活かす

建築推進協議会企画・発行 省エネ講習資料作成 WG 監修 

・ 「木造一般建築物の遮音性能向上ガイドブック」2023 年３月 地方独立行政法人北海道立総合研究機

構 建築研究本部北方建築総合研究所 

 

 

参考文献等 

・ 「住宅性能表示制度 日本住宅性能表示基準・評価方法基準 技術解説（新築住宅）2022」令和５年

１月 工学図書株式会社 

・ 「逐条解説 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」平成 30 年２月 建築物省エネ法  

研究会 

・ 「Q＆A 建築物省エネ法のポイント」平成 28 年２月 建築物省エネ法研究会 

・ 「住宅と木材 2024 年１月 Vol.47 No.537 特集 新壁量等基準（案）と設計支援ツール」公

財）日本住宅・木材技術センター 

 

 

  


